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（財）財務会計基準機構会員

平成19年5月24日

各 位
                     会社名  株式会社 栗 本 鐵 工 所

                     代表社名 代表取締役社長 横 内 誠 三

                     （コード番号 5602 東・大証第１部）

                     問合せ先 ＣＳＲ推進室

法務部長 斉 藤 弘 幸

                             （TEL 06-6538-7943）

会社の支配に関する基本方針及び
当社株式等の大規模買付行為への対応策（買収防衛策）について

当社は、平成 19 年５月 24 日開催の取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決

定を支配する者の在り方に関する基本方針を決議いたしましたのでお知らせいたします。

また、この基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が

支配されることを防止するための取組みとして、特定株主グループ（注１）の議決権割合

（注２）を20％以上とすることを目的とする当社株券等（注３）の買付行為（いずれにつ

いてもあらかじめ当社取締役会が同意したものを除き、また市場取引、公開買付け等の具

体的な買付方法の如何を問いません。以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、

かかる買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。）に対する対応策（以下「本プ

ラン」といいます。）を、以下の通り決定いたしましたのでお知らせいたします。

本プランの有効期間は、平成19年６月27日開催予定の定時株主総会終結の時までとし、

当該定時株主総会において、本プランに関する株主の皆様のご意思を確認させていただく

ため、議案としてお諮りすることとします。

基本方針及び本プランを決定いたしました取締役会には、監査役全員が出席し、いずれ

も本プランの具体的運用が適切に行われることを条件として、基本方針及び本プランに賛

成する旨の意見を述べております。

なお、本日現在、特定の第三者より当社取締役会に対して大規模買付行為に関する提案

を受けている事実はありません。

また、平成19年３月31日現在の当社の大株主の状況は別紙１の記載のとおりです。
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注１：特定株主グループとは、

  （ⅰ）当社の株券等（証券取引法第27条の23第1項に規定する株券等をいいます。）の保有者（同法

第27条の23第3項に基づき保有者に含まれる者を含みます。以下同じとします。）及びその共

同保有者（同法第27条の23第5項に規定する共同保有者をいい、同条第6項に基づく共同保有者

とみなされる者を含みます。以下同じとします。）または、

  （ⅱ）当社の株券等（同法第27条の２第1項に規定する株券等をいいます。）買付け等（同法第27条

の２第1項に規定する買付け等をいい、取引所有価証券市場において行われるものを含みま

す。）を行う者及びその特別関係者（同法第27条の２第7項に規定する特別関係者をいいます。）

   を意味します。

注２：議決権割合とは、

  （ⅰ）特定株主グループが、注１の（ⅰ）記載の場合は、当該保有者の株券等保有割合（同法第27

条の23第4項に規定する株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の共同

保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます。以下同じとします。）も加算す

るものとします。）または、

  （ⅱ）特定株主グループが、注１の（ⅱ）記載の場合は、当該買付者及び当該特別関係者の株券等所

有割合（同法第27条の２第8項に規定する株券等所有割合をいいます。）の合計をいいます。

各株券等保有割合の算出に当たっては、総議決権（同法第27条の２第8項に規定するものをいい

ます。）及び発行済株式の総数（同法第27条の23第4項に規定するものをいいます。）は、有価

証券報告書、半期報告書及び自己株券買付状況報告書のうち直近に提出されたものを参照するこ

とができるものとします。

注３：株券等とは、証券取引法第27条の23第1項に規定する株券等または同法第27条の２第1項に規定す

る株券等のいずれかに該当するものをいいます。

Ⅰ 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
（会社法施行規則第127条（平成18年法務省令第12号）にいう、当社の財務及び事業の方

針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針）

当社の株式は譲渡自由が原則であり、当社の株主は、市場での自由な取引を通じて決ま

るものです。よって、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方についても、

当社株式の自由な取引により決定されることを基本としております。従って当社は、当社

経営の支配権の移転を伴うような買付提案等があった場合に、賛同されるか否かの判断に

ついても、最終的には株主全体の自由な意思に基づき行われるべきものと考えています。

一方、当社グループは、2004年６月に当社グループの今後の進むべき方向性を定めた「ビ

ジョンＮＥＸＴ１００」を公表するとともに、ビジョンの具体化を示した基本戦略ならび

に中期経営計画（2005年度～2007年度）を策定し、企業価値・株主共同の利益の向上を重

視した経営を行っています。当社の企業価値・株主共同の利益の向上に資するものであれ
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ば、当社の株式を大量に取得し当社の経営に関与しようとする買付を否定するものではあ

りませんが、当社株式の買付等の提案を受けた場合に、それが当社の企業価値・株主共同

の利益に影響を及ぼすか否かにつき当社株主の皆様が適切に判断されるためには、当社株

式の買付等の提案をした者による買付後の当社の企業価値・株主共同の利益の向上に向け

た取組み等について当社株主の皆様に十分に把握していただく必要があると考えます。

しかし、当社株式買付等の提案の中には、会社や株主に対して買付に係る提案内容や代

替案等を検討するための十分な時間や情報を与えないもの、買付目的や買付後の経営方針

等に鑑み、当社の企業価値・株主共同の利益を損なうことが明白であるもの、買付に応じ

ることを株主に強要するような仕組みを有するもの、買付条件が会社の有する本来の企業

価値・株主共同の利益に照らして不十分または不適切であるもの等、当社の企業価値・株

主共同の利益を毀損するおそれをもたらすものも想定されます。

当社は、このような企業価値・株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模

買付行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者としては

適切ではないと考えています。

Ⅱ 基本方針の実現に資する取組み

当社では、「ビジョンＮＥＸＴ１００（これを具体化するための基本戦略ならびに中期

経営計画を含みます。）」とコーポレート・ガバナンスの強化の両面から当社の企業価値・

株主共同の利益の向上に取組んでいます。以下に掲げるこれらの取組みは、今般決定しま

した上記Ⅰの基本方針の実現に資するものと考えています。

１．「ビジョンＮＥＸＴ１００」による企業価値・株主共同の利益向上の取組み

当社は、1909年の創業以来、ステークホルダーの皆様との信頼関係を基盤とし、鉄鋼・

鋳鋼関連事業、鋼製構造物・機械関連事業、建築及び建築関連事業、その他の事業をグル

ープ会社と共に展開しています。当社グループは、2009年に100周年を迎えますことから、

次の100年さらにその後も成長し続けたいとの思いを込めて、2004年６月に「ビジョンＮＥ

ＸＴ１００」を策定、公表し、「海外比率を高める」「新技術・新商品の創造による成長

の持続」「事業の再編成等によるグループ全体の価値を高める」「攻めの風土を有する」

という今後の当社グループのあるべき姿を定め、これを具体化するために企業価値・株主

共同の利益の向上を重視した経営を行っています。
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２．「コーポレート・ガバナンス（企業統治）の充実」による企業価値・株主共同の利益

向上の取組み

当社は、以下の企業理念のもとで、グループ会社と共に企業価値・株主共同の利益の向

上を実現させていきたいと考えています。これらを実現するためには、経営の効率性・透

明性・適法性が必要であることから、コーポレート・ガバナンスの充実に向けて、次の施

策を実施しています。

企業理念

  ・私達は水と大気と生命（いのち）の惑星、地球を大切にし、人間社会のライフライ  

ンを守ります。

  ・私達は「安心」という価値を提供し、社会と顧客の信頼に応えます。

  ・私達は顧客の声をよく聴き、顧客から学び、独自の技術を深め、新しい技術を加え、

顧客にオリジナルな「最適システム」を提案します。

  ・私達はモノづくりを通じて、社員の幸せと人間社会の幸せを目指します。

  ・私達はこれらの実践のため、継承と変革の調和を計り、個性と創意を尊重し、企業

の発展と社会への貢献につとめます。

＜コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況＞

（１）経営上の意思決定、業務執行及び監督

当社においては、最高意思決定機関及び監督機関として10名からなる取締役会が、

その職務に当たる事を基本とした制度を採用しております。また、代表取締役社長を

中心としたメンバーによる経営会議を設置し、中期経営計画や事業の再編等の重要案

件を審議する事で取締役会の機能補完と意思決定の迅速化を図っております。また、

社外監査役２名を含む４名からなる経営監査機関として監査役会を設置し、２名を常

勤監査役としており、今後とも、取締役会、その他の重要な会議に出席し、重要な決

裁書類を閲覧することを含め、内部統制の運営状況等の確認を行い、必要に応じて取

締役会に意見を述べるなど、取締役の職務執行に対する監査を行っていきます。

（２）内部統制システム

当社は、2006年５月に、会社法及び会社法施行規則に基づき、当社の業務の適正を

確保するための体制（以下「内部統制」といいます。）に関する基本方針を策定し、

当該方針に基づいて、内部統制システムについての具体的な取組みとして、関係法令

の順守のみに留まらず社会的規範に則って行動することを目指し、企業行動基準をは

じめとするコンプライアンス体制にかかる規程を定め、コンプライアンス重視の企業

風土を醸成すべく、代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、

コーポレート・ガバナンス体制の強化に努めております。
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Ⅲ 本プランの内容（基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事
業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み）

１．本プラン導入の目的

企業価値・株主共同の利益の中長期的な向上を目指す当社の経営にあたっては、幅広い

ノウハウと豊富な経験、ならびに顧客、取引先及び従業員等のステークホルダーとの間に

築かれた関係等への十分な理解が不可欠です。これら当社の事業特性に関する十分な理解

がなくては、株主の皆様が将来実現することのできる株主価値を適切に判断することはで

きません。突然大規模買付行為がなされたときに、大規模買付者の提示する当社株式の取

得対価が妥当かどうかを、株主の皆様が短期間のうちに適切に判断するためには、大規模

買付者及び取締役会の双方から適切かつ十分な情報が提供されることが不可欠です。さら

に、当社株式をそのまま継続保有することを考える株主の皆様にとっても、大規模買付者

が考える当社の経営に参画したときの経営方針や事業計画の内容等は、その継続保有を検

討するうえで重要な判断材料でもあります。同様に、取締役会が当該大規模買付行為につ

いてどのような意見を有しているのかも、株主の皆様にとっては重要な判断材料になると

考えます。

これらを考慮し、当社取締役会では、大規模買付行為に際しては、大規模買付者から事

前に株主の皆様の判断のために必要かつ十分な大規模買付行為に関する情報が提供される

べきである、という結論に至りました。当社取締役会は、かかる情報が提供された後、大

規模買付行為に対する取締役会としての意見を独立した外部専門家（ファイナンシャル・

アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家）の助言を受けなが

ら慎重に検討したうえで形成し開示いたします。さらに、必要と認めれば、大規模買付者

の提案条件の改善についての交渉や株主の皆様に対する代替案の提示も行います。かかる

プロセスを経ることにより、株主の皆様は取締役会の意見を参考にしつつ、大規模買付者

の提案と取締役会から代替案が提示された場合にはその代替案を検討することが可能にな

り、最終的な判断を決定するために必要な情報と機会を与えられることとなります。

当社取締役会は、大規模買付行為が一定の合理的なルールに従って行われることが、企

業価値ひいては株主共同の利益に合致すると考え、以下の内容の大規模買付行為がなされ

た場合における情報提供等に関する一定のルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）

を設定するとともに、前述Ⅰの会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によっ

て大規模買付行為がなされた場合には、それらの者によって当社の財務及び事業の決定が

支配されることを防止するための取組みとして対抗措置を含めた本プランを導入すること

といたしました。
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２．大規模買付ルールの内容

当社取締役会が設定する大規模買付ルールとは、①事前に大規模買付者が取締役会に対

して必要かつ十分な情報を提供し、②取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規

模買付行為を開始する、というものです。その内容は以下のとおりです。

（１）意向表明書の当社への事前提出

大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社代表取締役社長

宛に、大規模買付ルールに従う旨の誓約及び以下の内容等を記載した意向表明書をご

提出いただきます。

① 大規模買付者の名称、住所

② 設立準拠法

③ 代表者の氏名

④ 国内連絡先

⑤ 提案する大規模買付行為の概要等

（２）必要情報の提供

当社は、上記（１）意向表明書受領後７営業日以内に、株主の皆様の判断及び取締

役会としての意見形成のために、大規模買付者から取締役会に対して提供いただくべ

き必要かつ十分な情報（以下「本必要情報」といいます。）のリストを当該大規模買

付者に交付します。本必要情報の具体的内容は大規模買付者の属性及び大規模買付行

為の内容によって異なりますが、一般的な項目の一部は以下のとおりです。

① 大規模買付者及びそのグループ（共同保有者、特別関係者及び組合員（ファン

ドの場合）その他の構成員を含みます。）の詳細（名称、事業内容、経歴また

は沿革、資本構成、財務内容等を含みます。）

② 大規模買付行為の目的、方法及び内容（買付等の対価の価額・種類、買付等の

時期、関連する取引の仕組み、買付等の方法の適法性、買付等の実現可能性等

を含みます。）

③ 買付等の価格の算定根拠（算定の前提となる事実や仮定、算定方法、算定に用

いた数値情報ならびに買付等に係る一連の取引により生じることが予想される

シナジーの内容及びその根拠を含みます。）

④ 大規模買付行為の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みます。）

の具体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます。）

⑤ 大規模買付行為後における当社及び当社グループの経営方針、事業計画、資本

政策及び配当政策

⑥ 大規模買付行為後における当社の従業員、取引先、顧客その他の当社に係るス

テークホルダーの処遇方針
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⑦ 必要な政府当局の承認、第三者の同意等、大規模買付行為の実行にあたり必要

な手続の内容及び見込み、また大規模買付行為に対する独占禁止法その他の競

争法ならびにその他大規模買付者または当社が事業活動を行っているか製品を

販売している国または地域の重要な法律の適用可能性や、これらの法律が大規

模買付行為の実行にあたり支障となるかどうかについての考え及びその根拠

なお、当初提供していただいた情報を精査した結果、それだけでは不十分と認めら

れる場合には、取締役会は、大規模買付者に対して本必要情報が揃うまで追加的に情

報提供を求めることがあります。大規模買付行為の提案があった事実については速や

かに開示し、取締役会に提供された本必要情報は、株主の皆様の判断のために必要で

あると認められる場合には、取締役会が適切と判断する時点で、その全部または一部

を開示します。

（３）取締役会による評価期間等

取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が取締役会に

対し本必要情報の提供を完了した後、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買

付けによる当社全株式の買付の場合）または90日間（その他の大規模買付行為の場合）

を取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間（以下「取

締役会評価期間」といいます。）として与えられるべきものと考えます。従って、大

規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるものとします。取締役

会評価期間中、取締役会は外部専門家の助言を受けながら、提供された本必要情報を

十分に評価・検討し、取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、開示します。また、

必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉し、

取締役会として株主の皆様に対し代替案を提示することもあります。

３．大規模買付行為がなされた場合の対応

（１）大規模買付者が大規模買付ルールを順守した場合

大規模買付者が大規模買付ルールを順守した場合には、取締役会は、仮に当該大規

模買付行為に反対であったとしても、当該買付提案についての反対意見を表明し、ま

たは、代替案を提示することにより、株主の皆様を説得することに留め、原則として

当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。大規模買付者の買付提案に応じ

るか否かは、株主の皆様において、当該買付提案及び当社が提示する当該買付提案に

対する意見、代替案等をご考慮の上、ご判断いただくことになります。

但し、大規模買付ルールが順守されている場合であっても、当該大規模買付行為が

会社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損

なうと取締役会が判断する場合には、取締役の善管注意義務に基づき、例外的に新株
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予約権の無償割当て等、会社法その他の法律及び当社定款が認める対抗措置をとるこ

とがあります。具体的には、以下のいずれかの類型に該当すると判断された場合には、

当該大規模買付行為は当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと認められる

場合に該当するものと考えます。

① 真に当社の経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上げて

高値で株式を会社関係者に引き取らせる目的で買収行為を行っている場合（い

わゆるグリーンメーラーである場合）

② 当社の経営を一時的に支配して当社の事業経営上必要な知的財産権・ノウハ

ウ・企業秘密情報・主要取引先や顧客等を当該買収者やそのグループ会社等に

移譲させるなど、いわゆる焦土化経営を行う目的で買収行為を行っている場合

③ 当社の経営を支配した後に、当社の資産を当該買収者やそのグループ会社等の

債務の担保や弁済原資として流用する予定で買収行為を行っている場合

④ 当社の経営を一時的に支配して当社の事業に当面関係していない不動産、有価

証券など高額資産等を売却等処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当

をさせるかあるいは一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って株式の高

価売り抜けをする目的で買収行為を行っている場合

⑤ 大規模買付者の提案する当社株式の買付方法が、いわゆる強圧的二段階買収（最

初の買付条件よりも二段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは二段階目の

買付条件を明確にしないで、公開買付け等の株式の買付を行うことをいいま

す。）等の、株主の判断の機会または自由を制約し、事実上、株主に当社の株

式の売却を強要するおそれがある場合

⑥ 大規模買付者の提案する買付条件（買付対価の種類及び金額、当該金額の算定

根拠、買い付ける株券等の上限の有無その他の条件の具体的内容、違法性の有

無、実現可能性等を含むがこれに限りません。）が当社の企業価値・株主共同

の利益に照らして著しく不十分または不適切である場合

⑦ 大規模買付者による支配権獲得により、当社株主はもとより、顧客、従業員、

地域社会その他のステークホルダーの利益を含む当社の企業価値・株主共同の

利益を著しく損なう場合

⑧ 大規模買付者による買付後の経営方針等が不十分または不適当であるため、当

社事業の成長性・安定性が阻害され、または顧客及び公共の利益に重大な支障

をきたすおそれがある場合

⑨ 大規模買付者が公序良俗の観点から当社の支配株主として不適切であると判断

される場合

（２）大規模買付者が大規模買付ルールを順守しない場合

大規模買付者が意向表明書を提出しない場合、大規模買付者が取締役会評価期間の
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経過前に大規模買付行為を開始する場合、大規模買付者が大規模買付ルールに従った

十分な情報提供を行わない場合、またはその他大規模買付者が大規模買付ルールを順

守しない場合には、具体的な買付方法の如何にかかわらず、取締役会は、当社の企業

価値・株主共同の利益を守ることを目的として、新株予約権の無償割当て等、会社法

その他の法律及び当社定款が認める対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗する場合

があります。

（３）独立委員会の設置

大規模買付ルールに従って一連の手続きが進行されたか否か、あるいは大規模買付

ルールが順守された場合でも、当該大規模買付行為が当社の企業価値・株主共同の利

益を著しく損なうものであることを理由として対抗措置を講じるか否かについては、

取締役会が最終的な判断を行いますが、本プランを適正に運用し、取締役会によって

恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の客観性及び合理性を担保するため、

独立委員会規程を定め、独立委員会を設置することといたしました。独立委員会の委

員は３名以上とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務執行を行う経

営陣から独立している社外取締役、社外監査役ならびに社外有識者（注４）の中から

選任します。設置当初における独立委員会の委員は、社外監査役２名ならびに弁護士

中村隆氏が就任する予定です。

注４：社外有識者とは、経営経験豊富な企業経営者、官庁出身者、投資銀行業務に精通する者、弁護

士、公認会計士、会社法等を主たる研究対象とする学識経験者、またはこれらに準ずる者を対象とし

て選任するものとします。

（４）対抗措置の発動の手続

本プランにおいては、上記（１）大規模買付者が大規模買付ルールを順守した場合

には、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。但し、上記（１）

に記載のとおり例外的に対抗措置をとる場合、及び上記（２）に記載のとおり対抗措

置をとる場合には、その判断の合理性及び公正性を担保するために、まず取締役会は

対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対し対抗措置の発動の是非について諮問し、

独立委員会は大規模買付ルールが順守されているか否か、十分検討した上で対抗措置

の発動の是非について勧告を行うものとします。取締役会は、対抗措置を講じるか否

かの判断に際して、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとします。

具体的にいかなる手段を講じるかについては、その時点で最も適切と取締役会が判

断したものを選択することとします。取締役会が対抗措置として、例えば新株予約権

の無償割当てをする場合の概要は別紙２に記載のとおりですが、実際に新株予約権の

無償割当てをする場合には、議決権割合が一定割合以上の特定株主グループに属さな

いことを新株予約権の行使条件や取得条件とするなど、対抗措置としての効果を勘案

した行使期間、行使条件及び取得条件を設けることがあります。
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（５）対抗措置発動の停止等について

前記（１）または（２）において、当社取締役会が具体的対抗措置を講ずることを

決定した後、当該大規模買付者が大規模買付行為の撤回または変更を行った場合など

対抗措置の発動が適切でないと取締役会が判断した場合には、独立委員会の助言、意

見又は勧告を十分に尊重した上で、対抗措置の発動の停止または変更等を行うことが

あります。対抗措置として、例えば新株予約権を無償割当てする場合において、権利

の割当てを受けるべき株主が確定した後に、大規模買付者が大規模買付行為の撤回ま

たは変更を行うなど対抗措置の発動が適切でないと取締役会が判断したときには、行

使期間開始日までの間は、独立委員会の勧告を受けた上で、新株予約権無償割当ての

中止、または新株予約権無償割当て後において、当社が無償で新株予約権を取得する

方法により対抗措置発動の停止を行うことができるものとします。

このような対抗措置発動の停止を行う場合は、独立委員会が必要と認める事項とと

もに速やかな情報開示を行います。

４．株主・投資家に与える影響等

（１）大規模買付ルールが株主・投資家に与える影響等

大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断する

ために必要な情報や、現に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、株

主の皆様が代替案の提示を受ける機会を確保することを目的としています。これによ

り株主の皆様は、十分な情報のもとで、大規模買付行為に応じるか否かについて適切

な判断をすることが可能となり、そのことが当社の企業価値・株主共同の利益の保護

につながるものと考えます。従いまして、大規模買付ルールの設定は、株主及び投資

家の皆様が適切な投資判断を行う上での前提となるものであり、株主及び投資家の皆

様の利益に資するものであると考えております。

なお、上記３．のとおり、大規模買付者が大規模買付ルールを順守するか否かによ

り大規模買付行為に対する当社の対応策が異なりますので、株主及び投資家の皆様に

おかれましては、大規模買付者の動向にご注意ください。

（２）対抗措置の発動が株主及び投資家の皆様に与える影響

当社取締役会は、当社の企業価値・株主共同の利益を守ることを目的として、上記

３．のとおり、対抗措置をとることがありますが、取締役会が具体的な対抗措置をと

ることを決定した場合には、法令及び当社が上場する証券取引所の上場規則等に従っ

て、当該決定について適時・適切に開示します。

対抗措置の発動時には、大規模買付者以外の株主の皆様が、法的権利または経済的

側面において格別の損失を被るような事態は想定しておりません。対抗措置として、

例えば新株予約権の無償割当てが行われる場合は、取締役会で別途定めて公告する割
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当期日における最終の株主名簿または実質株主名簿に記載または記録された株主に対

し、その所有株式数に応じて新株予約権が割当てられますので、名義書換未了の株主

の皆様には、当該割当期日までに名義書換を完了していただく必要があります（証券

保管振替機構に対する預託を行っている株券について名義書換手続は不要です。）。

また、新株予約権を行使して株式を取得するためには、所定の期間内に一定の金額の

払込みを完了していただく必要があります。但し、当社が新株予約権を当社株式と引

き換えに取得できる旨の取得条項に従い当該新株予約権の取得の手続きを取る場合に

は、大規模買付者以外の株主の皆様は、新株予約権の行使価額相当の金銭を払い込む

ことなく、当社による当該新株予約権の取得の対価として当社株式を受領することに

なります。これらの手続の詳細につきましては、実際に新株予約権を発行または取得

することとなった際に、法令及び当社が上場する証券取引所の上場規則等に従って、

別途お知らせいたします。

割当期日において名義書換未了の株主の皆様（証券保管振替機構に対する預託を行

っている株券の株主を除きます。）に関しましては、他の株主の皆様が当該新株予約

権の無償割当てを受け、当該新株予約権の行使によるかあるいはその取得と引き換え

に当社株式を受領することに比して、結果的にその法的権利または経済的側面におい

て不利益が発生する可能性があります。

なお、独立委員会の勧告を受けて、当社取締役会が当該新株予約権の発行の中止ま

たは発行した新株予約権の無償取得（当社が新株予約権を無償で取得することにより、

株主の皆様は新株予約権を失います。）を行う場合には、１株当たりの株式価値の希

釈化は生じず、当社株式の株価に相応の変動が生じる可能性があります。例えば、当

該新株予約権の無償割当てを受けるべき株主が確定した後（権利落ち日以降）に当社

株式の価値の希釈化が生じることを前提にして売買等を行った株主、または投資家の

皆様は、株価の変動により不測の損害を被る可能性があります。

大規模買付者については、大規模買付ルールを順守しない場合や、大規模買付ルー

ルを順守した場合であっても大規模買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益を著

しく損なうと判断される場合には、対抗措置が講じられることにより、結果的にその

法的権利又は経済的側面において不利益が発生する可能性があります。本プランの公

表は、大規模買付者が大規模買付ルールに違反することがないようにあらかじめ注意

を喚起するものであります。

５．大規模買付ルールの適用開始、有効期間、継続及び廃止

本プランは、2007年５月24日に開催された当社取締役会の決議をもって同日より発効す

ることとし、有効期限は2007年６月に開催される定時株主総会（以下「本定時株主総会」

といいます。）終結の時までとします。但し、本定時株主総会において本プランの継続に

ついて株主の皆様の意思を問う予定であり、本定時株主総会において出席株主（議決権行
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使書により議決権行使を行う株主を含みます。）の皆様の議決権の過半数のご賛同を得ら

れた場合には、本プランの有効期間は本定時株主総会の日から１年間（2008年６月に開催

予定の定時株主総会時まで）とし、以降、本プランの継続（一部修正した上での継続を含

みます。）については定時株主総会の承認を経ることとします。

取締役会は、本プランの有効期間中であっても、株主総会での承認の趣旨の範囲内で、

本プランを修正する場合があります。

また、本プランの廃止は、本定時株主総会により承認された後であっても、①株主総会

において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、②株主総会で選任された取締役で

構成される取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランは

その時点で廃止されるものとします。

Ⅳ 本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては
株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするもので
ないことについて

（１）買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

    本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・

株主共同利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企

業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・

相当性の原則）を充足しています。

（２）株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

    本プランは、上記Ⅲ１．「本プラン導入の目的」にて記載したとおり、当社株券

等に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が

判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保

し、株主の皆様のために買付者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社

の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入

されるものです。

（３）合理的な客観的発動要件の認定

    本プランは、上記Ⅲ３．「大規模買付行為がなされた場合の対応」にて記載した

とおり、あらかじめ定められた合理的な客観的要件が充足されなければ、発動され

ないように設定されており、取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組み

が確保されています。
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（４）独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

    本プランにおける対抗措置の発動等の運用に際して、独立性の高い社外者のみか

ら構成される独立委員会の勧告を最大限尊重することとしています。

    また、株主の皆様に情報開示することとしており、当社の企業価値・株主共同の

利益に適うように本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されています。

（５）株主意思を尊重するものであること

    本プランは、2007年６月開催の定時株主総会にて株主の皆様の意思を問う予定で

あることから、株主の皆様のご意向が反映されることとなっております。

（６）デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと

    本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により廃

止することができるものとされており、当社の株式を大量に買い付けた者が、当社

定時株主総会で取締役を指名し、かかる取締役で構成される取締役会により、本プ

ランを廃止することが可能です。従いまして、本プランは、デッドハンド型買収防

衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防

衛策）ではありません。また、当社は期差任期制を採用していないため、本プラン

はスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができな

いため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

以 上
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（別紙１）

大株主の状況（平成１９年３月３１日現在）

株  主  名

当社への出資状況

持株数（出資比率）

太陽生命保険株式会社 12,090 千株（9.5％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社      11,534千株（9.0％）

日本生命保険相互会社      8,482 千株（6.6％）

みずほ信託銀行株式会社    4,601 千株（3.6％）

株式会社りそな銀行    4,440 千株（3.5％）

富士火災海上保険株式会社    3,817 千株（3.0％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社    3,806 千株（3.0％）

株式会社みずほコーポレート銀行    3,623 千株（2.8％）

株式会社三井住友銀行    2,720 千株（2.1％）

明治安田生命保険相互会社    2,501 千株（2.0％）

（注） 出資比率は自己株式（6,363,404株）を控除して計算しております。
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（別紙２）

新株予約権無償割当の概要

１．新株予約権無償割当の対象となる株主及びその割当方法

当社取締役会で定める割当期日における最終の株主名簿または実質株主名簿に記載ま

たは記録された株主に対し、その所有する当社普通株式（但し、当社の所有する当社普

通株式を除く。）１株につき１個の割合で新たに払込みをさせないで新株予約権を割当

てる。

２．新株予約権の目的となる株式の種類及び数

新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的

となる株式の数は１株とする。但し、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、所

要の調整を行うものとする。

３．株主に割当てる新株予約権の総数

当社取締役会が定める割当期日における当社発行可能株式総数から当社普通株式の発

行済株式の総数（当社の所有する当社普通株式を除く。）を減じた株式数を上限とする。

当社取締役会は、複数回にわたり新株予約権の割当を行うことがある。

４．各新株予約権の行使に際して出資される財産及びその価額

各新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は１円以上で当社取

締役会が定める額とする。

５．新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡による当該新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要す

る。

６．新株予約権の行使条件

議決権割合が20％以上の特定株主グループに属する者（但し、あらかじめ当社取締役会

が同意した者を除く。）でないこと等を行使の条件として定める。詳細については、当

社取締役会において別途定めるものとする。

７．新株予約権の行使期間等

新株予約権の割当てがその効力を生ずる日、行使期間、取得条項その他必要な事項につ

いては、当社取締役会が別途定めるものとする。なお、取得条項については、上記６．

の行使条件のため新株予約権の行使が認められない者以外の者が有する新株予約権を当

社が取得し、新株予約権1個につき当社取締役会が別途定める株数の当社普通株式を交付

することができる旨の条項を定めることがある。

以 上



16

（別紙３）

独立委員会規程の概要

・ 独立委員会は当社取締役会の決議により設置される。

・ 独立委員会の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務

執行を行う経営陣から独立している社外取締役、社外監査役及び社外有識者の中から、

当社取締役会が選任する。

・ 独立委員会は、取締役会から諮問のある事項について、原則としてその決定の内容を、

その理由及び根拠を付して取締役会に対して勧告する。なお、独立委員会の各委員は、

こうした決定にあたっては、当社の企業価値・株主共同の利益に資するか否かの観点か

らこれを行うこととする。

・ 独立委員会は、投資銀行、証券会社、弁護士その他外部の専門家に対し、当社の費用負

担により助言を得ることができる。

・ 独立委員会決議は、原則として、独立委員会の委員全員が出席し、その過半数をもって

これを行う。但し、委員に事故あるとき、その他やむを得ない事情があるときは、委員

の過半数が出席し、その過半数をもってこれを行う。

以 上
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（別紙４）
独立委員会の委員略歴

（１）社外有識者
  中 村  隆（弁護士）
    昭和45年３月 立命館大学法学部卒業
    昭和47年   司法試験合格
    昭和50年４月 弁護士登録
    中村・平井・田邊法律事務所所長として
                   現在に至る

（２）社外監査役
  天 明 昭 雄
    昭和40年４月 株式会社富士銀行（現 株式会社みずほ銀行）入行
    平成３年６月 同行取締役人事部長
    平成６年５月 同行常務取締役
    平成12年５月 株式会社ビックカメラ副社長
    平成14年１月 株式会社豊年味の素製油監査役
    平成17年６月 当社社外監査役

加 藤 佳 年
    昭和40年４月 株式会社大和銀行（現 株式会社りそな銀行）入行
    昭和63年７月 同行難波支店長
    平成５年１月 同行庶務部長
    平成６年７月 近藤産業株式会社専務取締役
    平成15年１月 同社顧問
    平成15年６月 当社社外監査役

中 谷 英 志
    昭和47年４月 田熊汽缶製造株式会社（現 株式会社タクマ）入社
   平成９年11月 同社業務本部業務部専任副部長
    平成10年５月 同社プラント建設本部プロジェクト推進部副部長
    平成13年11月 同社監査部長
    平成16年11月 同社ＣＳＲ推進・監査部長
    平成18年４月 同社監査部長

※社外監査役加藤佳年氏の任期満了に伴い、本定時総会までは同氏が独立委員会の委員
とし、本定時総会後は社外監査役候補者である中谷英志氏が独立委員会の委員となる
予定であります。

以 上
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